








































































































































2) 前掲注 1) 7頁以下。
3) 「電力システムに関する改革方針」平成 25年 4
月2日閣議決定
(http:/ I www .meti.go.jp/ committee/ sougouener-













































































































Ch ttp:/ I www .meti.go.jp/ committee/ sougouener-


















































































gy /kihonseisaku/ denryoku_system/ seido_sekkei_ 
wg/pdf/03_04_01.pdf) 
2.3 電気事業法の改正














































































































































































































































































































































































































































































































































案，平成 24年 2月16日， 1頁以下。
(http:/ /www.nichibenren.or.jp/library /ja/ opinion/ 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































この場合に，第 2条の 13第 l項において指
摘した部分，第 2条の 13第2項において指摘
























































(http:/ /www.moj.go.jp/ content/000108853.pdf) 
26) 民法（債権関係）の改正に関する要綱案の取り
まとめに向けた検討 (11)9頁以下。










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 17条は，第 15条 1項乃至 5項と第 16条
l項（c）乃至（e）の適用に関する規定である。すな









































































































71) Energy Consumer Protection Act 2010 
(http:/ /www.e-laws.gov.on.ca/html/ statutes/ eng-











































































































































































































76) 前掲注 16）「これまでに検討された主な論点」 l
頁。












































































































指令第 3条および付属書 I, EUガス指令第 3
条および付属書 I，カナダオンタ リオ州のエネ
ノレギ ー消費者保護法と 日本法との関係について，
さらに個別的に検討する余地がある。これに伴
って，日本における消費者保護規制の方向も検
討しなければならないであろう。
また， 日本における電力市場の改革に関連し
て公表された文書を素材とし，民法 ・消費者法
の関連を意識して， EU法および欧米諸国の法
制度についてさらに検討したいと考えている。
